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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期
第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結累計期間

第51期

会計期間

自平成25年
　５月１日
至平成26年
　１月31日

自平成26年
　５月１日
至平成27年
　１月31日

自平成25年
　５月１日
至平成26年
　４月30日

売上高 （千円） 18,903,533 18,752,979 26,991,366

経常利益 （千円） 954,564 1,266,206 1,587,639

四半期（当期）純利益 （千円） 535,128 735,271 946,250

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 623,052 803,957 1,038,181

純資産額 （千円） 11,626,576 12,470,047 12,041,683

総資産額 （千円） 22,343,976 23,193,464 22,709,680

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 26.22 36.15 46.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.0 53.8 53.0

 

回次
第51期
第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成25年
　11月１日
至平成26年
　１月31日

自平成26年
　11月１日
至平成27年
　１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.10 21.52

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

　　した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
以下に記載する事項のうち将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及
び連結子会社）が判断したものであります。

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税に伴い景気回復が遅れ、個人消費の水準は増税

前には届かず、緩やかな回復に留まっております。一方、政府による経済政策や金融緩和策を背景に円安・株高傾

向を招いたことと、輸入エネルギー価格安の影響を受けて、自動車や電機、機械などの製造業の業績が顕著に伸び

る結果となっております。

このような状況の下でＬＰガス事業につきましては、近々に予定されております電力・都市ガスのエネルギー

自由化に伴う聖域なき競争時代に備えて、また、ウォーター事業につきましては、大手新規参入事業者との競争が

ますます激しくなることが予想される中、営業体制強化に努めてまいりました。ＬＰガス事業、ウォーター事業共

にあらゆる観点から「当社グループ事業の強みは何か」を検証し、営業力強化に直結する施策に取り組んでまいり

ました。

 

セグメント別の概況は次の通りです。

①ＬＰガス事業

ＬＰガス仕入価格は、円安によるコスト上昇要因があったものの、輸入原油価格と同様にＣＰ価格が下落した

ことにより、大幅に低下いたしました。価格動向については、取引顧客には十分な理解を得る説明努力を行い価

格改定を進めてまいりました。また、来るエネルギー自由化競争に備えては総合エネルギー企業として、ＬＰガ

スの特性を生かした新エネルギー供給のミックスソリューションの提案営業にも取り組んでまいりました。これ

らの活動により、ＬＰガスの販売数量は前年同四半期比2.3％増加しましたが、売上高は小売価格値下げにより前

年同四半期並みとなり、また、一方で営業利益は大きく増益となりました。

この結果、売上高は14,313百万円（前年同四半期比0.1％増）、管理本部経費配賦前のセグメント利益は1,726

百万円（前年同四半期比32.6％増）となりました。

 

②ウォーター事業

ボトルウォーター市場は大手清涼飲料水メーカー及びネット通販事業者等の新規参入が加わり、市場の裾野が

広がるに伴い企業間競争も増しております。当社は「品質」「価格」で常に競争優位に立つことを営業施策とし

て進めてまいりました。また、あらゆる顧客のニーズに応えられるように、リターナブルボトル、ワンウエイボ

トル共に商品のラインナップの充実を計ってまいりました。その一つとしてハワイ州の自社工場より輸入を開始

した８リットルワンウエイボトル「Ｈawaiian Ｗater」も順調に立ち上がり全国展開への販路が広がってまいり

ました。また、差別化戦略商品として発売開始をいたしました「高濃度水素水サーバー」も計画以上の評価をい

ただいております。しかしながら、一方ではボトル単価の高い「ハワイウォーター」の減少を大町工場の「アル

ピナウォーター」でカバーするまでには至らなかったこと、また、急激に進みました為替円安の影響で売上、利

益共に前年同四半期を下回る結果となりました。

この結果、売上高は4,439百万円（前年同四半期比3.5％減）、管理本部経費配賦前のセグメント利益は826百

万円（前年同四半期比11.7％減）となりました。

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は18,752百万円（前年同四半期比0.8％減）となり、営業利

益は1,160百万円（前年同四半期比23.8％増）、経常利益は1,266百万円（前年同四半期比32.6％増）、四半期純

利益は735百万円（前年同四半期比37.4％増）となりました。
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財政状態につきましては、当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ483百万円増加
し、23,193百万円となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金137百万円、貯蔵品が24百万円減少したもの
の、現金及び預金167百万円増加したため、10百万円増加しました。また、固定資産は有形固定資産が371百万
円、無形固定資産が66百万円増加したこと等により、474百万円増加しました。
　負債は、未払法人税等が268百万円減少したものの、短期借入金が220百万円、１年内返済予定の長期借入金が
80百万円増加したこと等により55百万円の増加となりました。また、純資産は前連結会計年度末に比べ428百万円
増加し、12,470百万円となり、自己資本比率は53.8％となりました。
 

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題
　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)研究開発活動
　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年３月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,415,040 20,415,040
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 20,415,040 20,415,040 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成26年11月１日～

平成27年１月31日
― 20,415,040 ― 767,152 ― 1,460,274

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

108,700
－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

完全議決権株式（その他）
普通株式

20,303,700

 

203,037
同上

単元未満株式
普通株式

2,640
－ 同上

発行済株式総数 20,415,040 － －

総株主の議決権 － 203,037 －

 

②【自己株式等】

平成27年１月31日現在
 

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社トーエル
神奈川県横浜市港北区

高田西一丁目５番21号
108,700 － 108,700 0.53

計 － 108,700 － 108,700 0.53

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年11月１日から平

成27年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年５月１日から平成27年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,656,848 2,824,276

受取手形及び売掛金 3,616,258 ※１ 3,479,243

商品及び製品 1,301,000 1,358,303

仕掛品 7,414 46,676

貯蔵品 176,393 151,605

その他 397,765 316,605

貸倒引当金 △15,543 △26,434

流動資産合計 8,140,136 8,150,277

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,898,479 2,802,325

機械装置及び運搬具（純額） 1,602,682 1,747,795

土地 5,243,458 5,353,438

リース資産（純額） 1,429,102 1,660,309

その他（純額） 135,219 116,351

有形固定資産合計 11,308,942 11,680,219

無形固定資産   

営業権 1,053,156 1,137,361

その他 238,091 220,198

無形固定資産合計 1,291,247 1,357,560

投資その他の資産   

その他 2,029,519 2,066,173

貸倒引当金 △61,886 △61,195

投資その他の資産合計 1,967,632 2,004,977

固定資産合計 14,567,823 15,042,757

繰延資産   

社債発行費 1,719 430

繰延資産合計 1,719 430

資産合計 22,709,680 23,193,464
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年１月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,463,083 ※１ 2,165,378

短期借入金 180,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 906,972 987,014

未払法人税等 452,648 184,530

賞与引当金 149,610 77,795

役員賞与引当金 49,000 38,250

その他 2,388,316 2,664,162

流動負債合計 6,589,629 6,517,130

固定負債   

長期借入金 1,948,379 1,834,410

退職給付に係る負債 278,694 291,103

役員退職慰労引当金 583,159 614,297

その他 1,268,134 1,466,475

固定負債合計 4,078,367 4,206,287

負債合計 10,667,997 10,723,417

純資産の部   

株主資本   

資本金 767,152 767,152

資本剰余金 1,484,536 1,484,536

利益剰余金 9,568,601 9,997,778

自己株式 △3,010 △72,510

株主資本合計 11,817,280 12,176,957

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 191,479 184,255

為替換算調整勘定 32,923 108,833

その他の包括利益累計額合計 224,402 293,089

純資産合計 12,041,683 12,470,047

負債純資産合計 22,709,680 23,193,464
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年１月31日)

売上高 18,903,533 18,752,979

売上原価 12,138,905 11,731,439

売上総利益 6,764,628 7,021,540

販売費及び一般管理費 5,826,737 5,860,849

営業利益 937,890 1,160,690

営業外収益   

受取利息 2,166 1,777

受取配当金 7,799 8,438

為替差益 30,400 84,411

賃貸収入 24,088 23,008

スクラップ売却収入 22,359 28,423

その他 50,480 60,658

営業外収益合計 137,293 206,716

営業外費用   

支払利息 77,659 73,844

その他 42,959 27,356

営業外費用合計 120,619 101,200

経常利益 954,564 1,266,206

特別利益   

固定資産売却益 14,153 910

特別利益合計 14,153 910

特別損失   

固定資産除却損 － 34

固定資産売却損 － 89

特別損失合計 － 124

税金等調整前四半期純利益 968,717 1,266,992

法人税、住民税及び事業税 391,277 490,345

法人税等調整額 42,311 41,375

法人税等合計 433,589 531,721

少数株主損益調整前四半期純利益 535,128 735,271

四半期純利益 535,128 735,271
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 535,128 735,271

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 58,708 △7,223

為替換算調整勘定 29,215 75,909

その他の包括利益合計 87,923 68,686

四半期包括利益 623,052 803,957

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 623,052 803,957

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ＴＯＭを設立しましたが、重要性が乏しいため、連結の範囲及び

持分法適用の範囲から除外しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．四半期会計期間末日満期手形

　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
 

前連結会計年度
（平成26年４月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年１月31日）

受取手形 －千円 16,665千円

支払手形 － 387

 

２．偶発債務

　　借入債務に係る債務保証

 
 

前連結会計年度
（平成26年４月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年１月31日）

従業員１名 6,181千円 5,772千円

　　　　　合計 6,181 5,772

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（営業権償却を除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び営業権償却は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年５月１日
至　平成26年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月１日
至　平成27年１月31日）

減価償却費 803,486千円 842,038千円

営業権償却 368,004 384,647

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年５月１日　至平成26年１月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月28日

取締役会
普通株式 306,094 15 平成25年4月30日 平成25年7月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年５月１日　至平成27年１月31日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

取締役会
普通株式 306,093 15 平成26年４月30日 平成26年７月14日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社トーエル(E03454)

四半期報告書

12/16



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年５月１日　至平成26年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２） ＬＰガス事業 ウォーター事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 14,303,299 4,600,234 18,903,533 － 18,903,533

セグメント間の内部売上高
又は振替高

42,396 － 42,396 (42,396) －

計 14,345,695 4,600,234 18,945,930 (42,396) 18,903,533

セグメント利益 1,301,472 936,217 2,237,690 (1,299,799) 937,890

（注）１．セグメント利益の調整額△1,299,799千円には、セグメント間取引消去△42,396千円と全社費用△1,257,403　

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年５月１日　至平成27年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２） ＬＰガス事業 ウォーター事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 14,313,378 4,439,601 18,752,979 － 18,752,979

セグメント間の内部売上高
又は振替高

43,170 － 43,170 (43,170) －

計 14,356,549 4,439,601 18,796,150 (43,170) 18,752,979

セグメント利益 1,726,210 826,686 2,552,897 (1,392,206) 1,160,690

（注）１．セグメント利益の調整額△1,392,206千円には、セグメント間取引消去△43,170千円と全社費用△1,349,035　

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理本部等に係る費用であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年５月１日
至　平成26年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月１日
至　平成27年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 26円22銭 36円15銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）   535,128   735,271

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 535,128 735,271

普通株式の期中平均株式数（株） 20,406,285 20,339,221

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年３月12日

株式会社トーエル

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　雅史　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 倉本　和芳　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーエ

ルの平成26年５月１日から平成27年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年11月１日から平成

27年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年５月１日から平成27年１月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーエル及び連結子会社の平成27年１月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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